松原市災害時サポート事業所登録制度実施要綱

（目的）
第１条　この要綱は、大規模災害発生時における地域と連携した救援活動について事前に申し出た事業所を登録する松原市災害時サポート事業所登録制度（以下「サポート制度」という。）を実施することにより、地域社会の連携を深めるとともに、地域防災力の向上を図ることを目的とする。

（定義）
第２条　この要綱において、事業所とは、市内に事務所等又は活動拠点を置く団体及び市外に事務所等又は活動拠点を置く団体で市長が認めるものをいう。
（登録方法）
第３条　サポート制度に登録し、又は登録した内容を変更しようとする事業所の代表者は、松原市災害時サポート事業所登録・変更申請書（様式第１号）を市長に提出するものとする。
（登録手続）
第４条　市長は、前条の規定によりサポート制度の登録の申請があった場合において、その内容を確認し、登録することが適当であると認めるときは、当該申請者に登録証（様式第２号）を交付するとともに、松原市災害時サポート事業所として登録するものとする。
（登録の期間）
第５条　松原市災害時サポート事業所として登録する期間は、登録証を交付した日から当該年度の３月３１日までとする。ただし、同日までに第７条の規定による登録の抹消がない場合は、さらに１年間登録期間を延長するものとし、当該期間経過後においても同様に延長するものとする。
（登録事業所の公表等）
第６条　市長は、市ホームページその他市の広報媒体等を活用し、松原市災害時サポート事業所の名称、活動実績等の周知に努めるものとする。

２　松原市災害時サポート事業所は、松原市災害時サポート事業所である旨を当該事業所が使用する印刷物等に表示することができる。

（登録の抹消）

第７条　市長は、松原市災害時サポート事業所が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を抹消することができる。

（１）　廃業等により市内に事務所又は活動拠点を有しなくなったとき。

（２）　登録抹消届（様式第３号）を市長に提出したとき。

（３）　その他松原市災害時サポート事業所として登録していることが不適当であると市長が認めるとき。

（登録事業所への防災訓練等の協力要請）

第８条　市長は、松原市災害時サポート事業所に対して、防災訓練及び防災意識啓発活動（以下「訓練等」という。）への参加を要請することができる。
２　松原市災害時サポート事業所は、前項の要請に対して、可能な限り応じるものとする。
（災害時における救援活動等）

第９条　市長は、災害発生時において、松原市災害時サポート事業所に対して松原市災害時サポート事業所登録・変更申請書により協力することとされている協力項目のうち、必要と認める協力を要請するものとする。
２　市長は、前項の規定により協力を要請するときは、協力要請書（様式第４号）を松原市災害時サポート事業所に交付して行うものとする。ただし、緊急を要するときは、次に掲げる事項を明らかにして電話等により行うことができるものとする。この場合において、市長は、協力業務終了後速やかに協力要請書を松原市災害時サポート事業所に交付するものとする。

（１）　災害の状況

（２）　要請する協力内容

（３）　その他必要な事項

３　松原市災害時サポート事業所は、前項の協力要請があったときは、その諾否等について協力業務諾否連絡票（様式第５号）により、市長に連絡するものとする。

４　市長は、前条第２項又は前項の規定による協力要請について承諾する旨の連絡があったときは、訓練等又は協力業務に従事する予定の従事員についてボランティア保険に加入するものとする。
５　前項の規定によるボランティア保険の保険料は、本市が負担するものとする。

６　協力業務を完了した松原市災害時サポート事業所は、当該業務の完了後速やかに協力業務実施結果連絡票（様式第６号）により、その実施結果について市長に連絡するものとする。
　（経費負担）
第１０条　松原市災害時サポート事業所が、訓練等又は協力業務の実施に要した費用は、これらの業務を実施した松原市災害時サポート事業所の負担とする。

（松原市災害時サポート事業所との連携）
第１１条　市は、松原市災害時サポート事業所との平常時からの連携を図るため、災害情報連絡員を定め、情報伝達訓練を定期的に実施するものとする。

２　市は、松原市災害時サポート事業所に対し、防災訓練、防災講習等の情報を提供するものとする。
（実施の細目）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、サポート制度の実施について必要な事項は市長が定める。

附　則

この要綱は、平成２３年９月１日から実施する。
